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有価証券の償還による収入 5¶100¶000¶000

有形固定資産の取得による支出 � 554¶073¶253

有形固定資産の売却による収入 352¶610¶000

無形固定資産の取得による支出 � 1¶031¶415¶462

施設整備費補助金収入 18¶437¶000

投資活動によるキャッシュ・フロー � 2¶000¶309¶965

Ô 財務活動によるキャッシュ・フロー
その他借入金の返済による支出 � 131¶725¶400

その他の財務活動による支出 � 152¶059¶047

財務活動によるキャッシュ・フロー � 283¶784¶447

Õ 資金に係る換算差額 `

Ö 資金増加額 12¶924¶165¶614

× 資金期首残高 66¶730¶713¶248

Ø 資金期末残高 79¶654¶878¶862

利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類
平成21事業年度

（単位：円）

区 分 金 額

Ò 当期未処分利益 332¶376¶579

当期総利益 332¶376¶579

Ó 利益処分額 332¶376¶579

積立金 332¶376¶579
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キャッシュ・フロー計算書注記
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 79¶659¶933¶611円
定期預金 � 5¶054¶749

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

円

資金期末残高 79¶654¶878¶862円
] 重要な非資金取引

ファイナンス・リースによる資産の取得 202¶756¶197円
学資金免除 31¶588¶697¶101円
一般会計からの借入金免除 28¶256¶294¶189円

行政サービス実施コスト計算書
平成21事業年度

（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）
（単位：円）

Ò 業務費用
損益計算書上の費用
学資金貸与業務費 86¶926¶962¶792

留学生学資金支給業務費 20¶714¶071¶525

留学生寄宿舎運営業務費 1¶497¶880¶945

留学試験業務費 597¶322¶849

日本語予備教育業務費 852¶305¶248

留学生交流推進業務費 615¶213¶773

研修・情報提供業務費 371¶718¶447

修学環境等調査研究業務費 121¶862¶727

高等学校等奨学金事業移管業務
費

28¶091¶578¶000

一般管理費 2¶709¶857¶117

財務費用 4¶544¶540

臨時損失 188¶853¶192

G G G G G G G G

142¶692¶171¶155

（控除）
学資金利息 � 19¶682¶133¶346

延滞金収入 � 3¶024¶371¶755

留学生宿舎収入 � 1¶052¶895¶541

日本語学校収入 � 407¶983¶642

日本留学試験検定料収入 � 388¶522¶837

その他事業収入 � 278¶536¶652

受託収入 � 651¶948¶138

寄附金収益 � 172¶675¶630

資産見返寄附金戻入 � 1¶011¶896

財務収益 � 238¶833¶302

G G G G G G G G

� 25¶898¶912¶739

G G G G G G G G

業務費用合計 116¶793¶258¶416

Ó 損益外減価償却等相当額
損益外減価償却相当額 1¶320¶763¶601

損益外固定資産除却相当額 33¶420¶678

G G G G G G G G

1¶354¶184¶279

Ô 損益外減損損失相当額 18¶835¶976

Õ 引当外賞与見積額 � 27¶772¶207

Ö 引当外退職給付増加見積額 168¶135¶000

× 機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会
費用

1¶237¶104¶528

無利子融資取引の機会費用 16¶023¶186¶723

G G G G G G G G

17¶260¶291¶251

G G G G G G G G

Ø 行政サービス実施コスト 135¶566¶932¶715
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行政サービス実施コスト計算書注記
\ 引当外退職給付増加のうち、国等からの出向職員に係るものが16¶725¶000円含まれており、
国家公務員退職手当法に基づき期末在職出向職員に係る自己都合要支給額の当年度増加額を
計上しております。

] 都道府県に対して、高等学校又は専修学校の高等課程に入学する者に学資の貸与を行うた
めの資金を支給していることにより、業務費用28¶091¶578¶000円を計上しておりますが、こ
れに対応する収益は国から受け入れた高等学校等奨学金事業交付金収益であるため、行政
サービス実施コストに同額の費用が含まれております。
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